
為替週間展望＝ドル円は緩やかに戻りを試す展開か

　　　　　　　　　　［１１月２７日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    11 月 20 日～ 11 月 24 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  149.69   149.99(20)    147.15(21)    149.38   -0.25

ユーロ・ドル  1.0912   1.0965(21)    1.0852(22)    1.0904   -0.0011

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    33,625.53      +40.33     日本10年債利回り   0.776   +0.026

ダウ平均株価    35,273.03     +325.75     米10年債利回り     4.404   -0.016

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

２７日　米１０月新築住宅販売件数

２８日　豪１０月小売売上高

　　　　英１１月ネーションワイド住宅価格

　　　　米９月住宅価格指数、米９月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数

　　　　米１１月消費者信頼感指数

２９日　豪１０月消費者物価指数

　　　　ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利

　　　　独１１月消費者物価指数速報値

　　　　カナダ第３四半期経常収支

　　　　米第３四半期ＧＤＰ改定値

　　　　米地区連銀経済報告（ベージュブック）

　　　　経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）経済見通し公表

３０日　日本１０月小売業販売額、日本１０月鉱工業生産指数速報値

　　　　豪１０月住宅建設許可件数

　　　　中国１１月製造業ＰＭＩ、中国１１月サービス業ＰＭＩ

　　　　スイス１０月小売売上高、スイス１１月ＫＯＦ先行指数

　　　　独１１月雇用統計

　　　　ユーロ圏１１月消費者物価指数速報値、ユーロ圏１０月雇用統計

　　　　カナダ第３四半期ＧＤＰ

　　　　米１０月個人所得・個人支出、米新規失業保険申請件数

　　　　米１０月個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ

　　　　米１１月シカゴ購買部協会景気指数

　　　　米１０月中古住宅販売制約指数

１日　　日本１０月雇用統計、日本１０月有効求人倍率

　　　　中国１１月財新製造業ＰＭＩ

　　　　スイス第３四半期ＧＤＰ

　　　　独１１月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１１月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　英１１月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　カナダ１１月雇用統計

　　　　米１１月製造業ＰＭＩ確報値

　　　　米１１月ＩＳＭ製造業景況指数、米１０月建設支出

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】米国では利上げ打ち止め観測が広がったとはいえ、政策金利の高止

まりが続くとみられる。また日銀は緩和的な金融政策を継続する可能性が高く、円は売

られやすい展開となりそうだ。こうした中、ドル円は１５０～１５１円台を中心に底堅

い動きか。１５１円台後半から上の水準では、政府・日銀によるドル売り円買い介入へ
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の警戒感から上値を抑えられるか、上昇ペースが鈍化するとした。

　　　　

【ドル円は１４７円台前半まで下落した後は下げ渋り】

　ドル円は１１月１３日に１５１．９１近辺まで上昇したものの、その後は修正安の動

きとなって、１４７．１５付近まで下落した。そこから下げ渋りに転じて、１４９円台

を回復している。

　　

　１４日に発表された１０月の米消費者物価指数が市場予想を下回ったことで、米連邦

準備制度理事会（ＦＲＢ）による利上げ打ち止め観測が広がった。これ以降、ドルが売

られる展開となり、ドル円は下落基調で推移した。米感謝祭前のポジション調整の動き

なども加わり、２１日には一時１４７円台前半まで下落した。

　　

　米１０年債利回りは、米経済指標の鈍化傾向などを受けて、２１日に一時４．３８

１％前後まで低下を見せた。ただ、２２日には米新規失業保険申請件数が市場予想を下

回る強い結果となったことや１１月の米ミシガン大学消費者信頼感指数確報値が予想を

上回ったことなどから、一時４．４４５％前後に上昇した。米長期金利の下げ渋りなど

を受けて、ドル円も安値から戻りを見せている。

　　

　２１日に発表された米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）議事要旨（１０月３１日－１

１月１日開催分）では、毎回の政策決定はデータに基づいて慎重に判断して、「政策を

慎重に進めるべき」との見解が示された。その上で、インフレ率の２％目標の達成に向

けて不十分との判断が示されるようなら、「追加の利上げが適切」との見解が示され

た。市場の想定よりもタカ派的な内容となった。

　　

　２１日のドル円は一時１４７円台前半まで下落したものの、ＦＯＭＣ議事要旨での米

連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）のタカ派的な見解を受けて、１４８円台前半まで戻し

た。２２日には米新規失業保険申請件数や１１月の米ミシガン大学消費者信頼感指数確

報値の結果を受けて１４９円台を回復した。

　　

　ＣＭＥ　ＦＥＤウォッチによると、１２月の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）で

は、政策金利据え置きとの見方が９９％前後となっている。来年１月のＦＯＭＣでは据

え置きの確率が９３％前後、０．２５％の利上げ確率が６％前後となっている。来年３

月のＦＯＭＣでは、政策金利据え置きの確率は６９％前後、０．２５％利下げの確率が

４％前後、利上げ確率が２５％前後となっている。来年３月以降には利下げに動くとの

見方が広がりつつあるようだ。

　　

　米１０年債利回りはピークアウトした可能性があるものの、米経済指標次第では再び

上昇基調で推移する可能性もある。日銀による緩和的な金融政策の継続が見込まれるこ

ともあり、ドル円はあまり大きく崩れることはないだろう。米経済指標の動きなどに左

右されつつも、ドル円は底固く推移して、緩やかに戻りを試す展開が見込まれる。ドル

円の目先の予想レンジは、１４７．００～１５１．５０円。

　　

　日米の経済指標やイベントとしては、２７日に米１０月新築住宅販売件数、２８日に

米９月住宅価格指数、米９月Ｓ＆Ｐケースシラー住宅価格指数、米１１月消費者信頼感

指数、２９日に米第３四半期ＧＤＰ改定値、３０日に日本１０月小売業販売額、日本１

０月鉱工業生産指数速報値、米１０月個人所得・個人支出、米新規失業保険申請件数、

個人消費支出（ＰＣＥ）デフレータ、米１１月シカゴ購買部協会景気指数、米１０月中

古住宅販売制約指数、１日に日本１０月雇用統計、日本１０月有効求人倍率、米１１月

製造業ＰＭＩ確報値、米１１月ＩＳＭ製造業景況指数、米１０月建設支出などがある。

　　

【ユーロドルはもみ合いながら上値を追う展開か】

　米国での利上げ打ち止め観測などを背景にドル売りの動きとなり、ユーロドルは２１

日に１．０９６５近辺まで上昇した。その後上昇が一服しているものの、大きな崩れは

なく、高値圏で底堅い推移を見せている。２３日発表のドイツやユーロ圏の１１月の製

造業とサービス業購買担当者景気指数（ＰＭＩ）速報値はいずれも市場予想を上回って

おり、ユーロ買いの動きにつながった。

　　

　ユーロ圏の景気は徐々に改善に向かいつつあるとみられ、ユーロドルは底堅い推移と



なりそうだ。ボリンジャーバンド＋１Σなどにサポートされて、堅調な推移が続くとみ

られる。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．０８００～１．１１５０ドル。

　　

　ポンドドルはドル売りの動きを背景に２１日に１．２５５９付近まで上値を伸ばし

た。その後も底堅い推移を見せて、１．２５００ドルを挟んでの振幅を見せている。２

３日に発表された英１１月製造業ＰＭＩ速報値は４６．７と市場予想の４５．０を上回

った。サービス業ＰＭＩ速報値は５０．５となり、市場予想の４９．５を上回り、景気

判断の境目となる５０を回復した。

　　

　英ＰＭＩが市場予想から上振れたことでポンドドルは大きく上値を伸ばして、２１日

の高値を上回った。このところのポンドドルは下値が堅く、良好な英経済指標には反応

しやすいようだ。こうした中、１．２５００ドルの節目を固めながらポンドドルは底堅

い流れが継続するとみられる。ポンドドルの目先の予想レンジは、１．２４００～１．

２７５０ドル。

　　

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、２８日に豪１０月小売売上高、２９日に豪

１０月消費者物価指数、ＮＺ準備銀行（ＲＢＮＺ）政策金利、独１１月消費者物価指数

速報値、３０日に豪１０月住宅建設許可件数、中国１１月製造業ＰＭＩ、中国１１月サ

ービス業ＰＭＩ、スイス１１月ＫＯＦ先行指数、独１１月雇用統計、ユーロ圏１１月消

費者物価指数速報値、ユーロ圏１０月雇用統計、カナダ第３四半期ＧＤＰ、１日に中国

１１月財新製造業ＰＭＩ、独１１月製造業ＰＭＩ確報値、ユーロ圏１１月製造業ＰＭＩ

確報値、英１１月製造業ＰＭＩ確報値などがある。
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